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Ⅰ. まえがき 

 

 

 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



 

原子力安全委員会において「発電用原子炉施設に関する耐震設計審査指針」が改

訂されたことに伴い、文部科学省科学技術・学術政策局から「「発電用原子炉施設

に関する耐震設計審査指針」の改訂に伴う既設試験研究用原子炉施設の耐震安全性

の評価の実施について」（18 文科科第 728 号）により、既設試験研究用原子炉施設

の耐震安全性の評価を実施し、報告するよう指示がなされた。 

これを受け、機構は、原子力科学研究所に設置している JRR-3 原子炉施設、STACY

（定常臨界実験装置）施設、TRACY（過渡臨界実験装置）施設及び JRR-4 原子炉施

設の耐震安全性評価実施計画書（以下「実施計画書」という。）を作成（平成１９

年３月及び平成１９年７月）した。その後、新潟県中越沖地震から得られる知見を

耐震安全性の評価に適切に反映するため「実施計画書」を見直し（平成２０年２月

及び平成２１年４月）、耐震安全性の評価を行ってきた。 

本報告書は、既設試験研究用原子炉施設の耐震安全性の評価のうち、「敷地周辺・

敷地近傍・敷地の地質及び地質構造」及び「基準地震動 Ss の策定」について取り

まとめたものである。 

なお、JRR-3 原子炉施設､STACY 施設､TRACY 施設及び JRR-4 原子炉施設の耐震安全

性評価は平成２２年１２月までに実施することとしている。 

本書は「敷地周辺・敷地近傍・敷地の地質及び地質構造」及び「基準地震動 Ss

の策定」の概要等を示すものであり、詳細については別冊にまとめた。 
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Ⅱ. 耐震安全性評価の基本方針

 
 



 

耐震安全性評価の基本方針を以下に示す。また、耐震安全性評価の全体フローを

第１－１図に示す。 

(1) 新耐震指針の要求を踏まえ、施設の耐震安全性評価に当たっては、基準地震動
Ss に対する耐震設計上重要な施設の安全機能の保持の観点から実施する。 

(2) 基準地震動 Ss に対する安全機能の保持の評価を行う施設は、「「発電用原子炉施
設に関する耐震設計審査指針」の改訂に伴う既設試験研究用原子炉施設の耐震

安全性の評価の実施について」（平成 18 年 12 月 21 日 文部科学省科学技術・学

術政策局）において示された｢Ｓクラスとなる設備・機器等の選定の考え方｣に

基づき、地震想定影響に着目して選定した設備・機器等とする。また、その他

の設備・機器等については、その破損によりＳクラスに相当する設備・機器等

に波及的影響を及ぼすおそれのある設備・機器等について評価を実施する。 

なお、評価対象として選定した設備・機器等は、「実施計画書」に示している。 

(3) 基準地震動 Ss は、新耐震指針にのっとり「敷地ごとに震源を特定して策定する
地震動」及び「震源を特定せず策定する地震動」を考慮し策定する。 

(4) 施設に作用する地震動の策定、発生応力の算定、安全機能の評価等に用いる地
震応答解析手法、解析モデル、許容値等については、従来の評価実績、最新の

知見及び規格・基準類を考慮する。 

(5) 耐震安全性評価は、「新耐震指針に照らした既設発電用原子炉施設等の耐震安全
性の評価及び確認に当たっての基本的な考え方並びに評価手法及び確認基準に

ついて」（平成 18 年 9 月 20 日 原子力安全･保安院）を参考にして実施する。 
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第１－１図  耐震安全性評価の全体フロー

 （必要に応じて実施）
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Ⅲ． 敷地周辺・敷地近傍・敷地の地質 

 

 



1． 調査方針 

地質調査は、敷地からの距離に応じ、既存文献の調査、変動地形調査、地表地質調査、地

球物理学的調査等を適切に組み合わせて実施した。特に敷地近傍においては、より精度の高

い詳細な調査を実施した。 

これらの調査結果に基づき、平成 19 年 7 月に発生した新潟県中越沖地震等で得られた知見

も踏まえて、評価・検討を行った。 

なお、今回の敷地周辺調査及び敷地近傍調査のうち、調査範囲が重複する箇所については、

日本原子力発電株式会社と協調して実施した。 

地質調査の概要を第 1-1 図に、敷地周辺の主要な断層等の分布を第 1-2 図に示す。 

 

2． 調査内容 

2．1 敷地周辺陸域の調査 

敷地周辺陸域の地形及び地質・地質構造を把握するため、敷地を中心とする半径約 30km

の範囲及びその周辺陸域において下記の調査を実施し、その結果に基づき、地質図、地質断

面図、リニアメント分布図等を作成し、断層の活動性等についての評価を実施した。 

（1） 文献調査 

敷地周辺陸域の地形及び地質・地質構造に関する主要な文献としては、工業技術院地質

調査所及び独立行政法人産業技術総合研究所地質調査総合センター（以下「地質調査所」

という。）発行の「地域地質研究報告（5 万分の 1 地質図幅）」のうち、「那珂湊
なかみなと

」（1972）、

「磯
いそ

浜
はま

」（1975）、「石岡」（1981）、「真壁
まか べ

」(1996)、「日本炭田図Ⅰ 5 万分の 1常磐炭田地

質図」（1957）、「20 万分の 1地質図幅」のうち、「水戸（第 2版）」（2001）、「白河」（2007）、

経済企画庁発行の「20 万分の 1土地分類図－茨城県」（1973）、「5万分の 1土地分類基本調

査－水戸」（1969）、茨城県発行の「5万分の 1土地分類基本調査」のうち「石岡」（1980）、

「磯浜・鉾田
ほこ た

」（1989）、「那珂湊」（1990）、活断層研究会編の「[新編]日本の活断層-分布

図と資料」（1991）、地震調査研究推進本部地震調査委員会（以下「地震調査委員会」とい

う。）の「関谷断層の長期評価について」（2004）、「関東平野北西縁断層帯の長期評価につ

いて」（2005）、地質調査所発行の「50 万分の 1 活構造図－東京（第 2 版）」（1997）、「50

万分の 1活構造図－新潟」（1984）、同所編の「日本地質アトラス[第 2版]」（1992）、「日本

の海成段丘アトラス」（2001）、中田・今泉編の「活断層詳細デジタルマップ」（2002）等が

ある。また、重力異常に関する文献としては、地質調査所編の「日本重力CD-ROM第 2 版」

（2004）等がある。 

これらの文献により敷地周辺陸域の地形及び地質・地質構造の概要を把握した。 

（2） 変動地形調査 

変動地形調査としては、国土地理院等で撮影された主に縮尺 2万分の 1の空中写真、米
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軍により撮影された縮尺 4万分の 1の空中写真並びに国土地理院発行の縮尺 5万分の 1及

び 2万 5千分の 1の地形図等を使用して空中写真判読等を行った。空中写真判読に当たっ

ては段丘面などの地形要素を抽出して分類するとともに、活断層や活褶曲等の地殻変動に

起因した地形である変動地形に着目して、その可能性のある地形（以下「リニアメント」

という。）を抽出した。 

空中写真判読によるリニアメントの判読基準については、土木学会（1999）、井上ほか

（2002）等を参考にして、敷地周辺の地域特性を考慮して設定した。 

（3） 地表地質調査 

地表地質調査としては、文献調査及び変動地形調査結果を踏まえ、地表地質調査を実施

するとともに、必要に応じてボーリング調査やトレンチ調査等を実施し、敷地周辺陸域の

地質・地質構造を把握した。 

（4） 地球物理学的調査 

地球物理学的調査としては、重力異常の概要を文献調査により把握するとともに、地下

深部構造を把握する目的で、反射法地震探査等を実施した。 

 

2．2 敷地周辺海域の調査 

敷地周辺海域の地形及び地質・地質構造を把握するため、敷地を中心とする半径約 30km

の範囲を含む沿岸方向約 90km、沖合方向約 40km の海域（以下「敷地前面海域」という。）に

おいて、以下の調査を実施し、その結果に基づき、海底地形図、海底地質図及び海底地質断

面等を作成し、断層の活動性等についての評価を実施した。 

（1） 文献調査 

敷地前面海域については、海上保安庁(現 海上保安庁海洋情報部)発行の「海底地質構造

図（20 万分の 1）」のうち「鹿島灘
かしまなだ

」（1980）及び「塩屋埼
しおやさき

沖」（1981）、地質調査所発行の

「海洋地質図」のうち「日本海溝・千島海溝南部及びその周辺広域海底地質図（100 万分

の 1）」（1978）、「鹿島灘海底地質図（20 万分の 1）」（1986）及び「塩屋埼沖海底地質図（20

万分の 1）」（2001）のほか、徳山ほかの「日本周辺海域中新世最末期以降の構造発達史」

（2001）、米谷ほかの「鹿島灘」（1981）、高柳の「第四紀海洋古環境―鹿島沖SK-1 の研究

―」（1984）等がある。 

これらの文献により敷地前面海域の地形及び地質・地質構造の概要を把握した。 

（2） 海上音波探査記録の検討 

敷地前面海域及びその周辺海域において、石油公団（現 独立行政法人石油天然ガス・金

属鉱物資源機構、以下「石油公団」という。）、地質調査所等により海上音波探査が実施さ

れており、これらの探査記録解析を行った。解析を行った既存音波探査記録は総延長約

2,500km である。 
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さらに、海底の地形及び地質・地質構造に関する資料を得るため、敷地前面海域におい

て、ブーマー、ウォーターガン及びエアガンを音源としたマルチチャンネル方式の海上音

波探査を実施した。海上音波探査は、浅部の地質構造を把握するためのブーマー・マルチ

チャンネル方式の探査、浅部から中深部の地質構造を把握するためのウォーターガン・マ

ルチチャンネル方式の探査のほか、必要に応じて深部の地質構造を把握するためのエアガ

ン・マルチチャンネル方式の探査を実施した。測線の総延長は約 3,140km である。海域の

地層の年代については、石油資源開発株式会社が実施した試掘井「鹿島沖 SK-1」の試料を

用いた米谷ほか（1981）の研究等から地層対比を行い評価した。 

 

2．3 敷地近傍の調査 

敷地近傍の地形及び地質・地質構造を詳細に把握するため、敷地周辺の調査結果も踏まえ

て、敷地を中心とする半径約 5km の範囲において、以下の調査を実施し、その結果に基づき、

地質図、地質断面図、リニアメント分布図等を作成し、敷地近傍の地質・地質構造、断層の

活動性等についての評価を実施した。 

（1） 文献調査 

敷地近傍の地形及び地質・地質構造に関する主要な文献としては、地質調査所発行「地

域地質研究報告（5 万分の 1 地質図幅）」のうち、「那珂湊」（1972）、「磯浜」（1975）、「20

万分の 1地質図幅－水戸（第 2版）」（2001）等がある。これらの文献により敷地近傍の地

形及び地質・地質構造の概要を把握した。 

（2） 変動地形調査 

変動地形調査としては、国土地理院等で撮影された主に縮尺 2万分の 1の空中写真、米

軍により撮影された縮尺 4万分の 1の空中写真並びに国土地理院発行の縮尺 5万分の 1及

び 2万 5千分の 1の地形図等を使用して、空中写真判読を行った。空中写真判読に当たっ

ては、段丘面などの地形要素を抽出して分類するとともに、活断層や活褶曲等の地殻変動

に起因した地形であるリニアメントに着目して、その可能性のある地形を抽出した。 

（3） 地表地質調査 

地表地質調査としては、文献調査及び変動地形調査結果を踏まえ、敷地近傍陸域の詳細

な地質・地質構造を把握した。 

（4） 地球物理学的調査 

地球物理学的調査としては、重力異常の概要を文献調査により把握するとともに、地下

深部構造を把握する目的で、反射法地震探査等を必要に応じて実施した。 

（5）海上音波探査記録の検討 

敷地を中心とする半径約 5km の範囲において、敷地前面海域と同様の海上音波探査を実

施した。 
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2．4 敷地の調査 

敷地の地質・地質構造を把握するため、文献調査、変動地形調査、地表地質調査及びボー

リング調査を実施した。また、これまでに実施したボーリング調査結果と併せて、地質図、

地質断面図等を作成し、敷地の地質・地質構造について検討を行った。 

 

3． 調査結果 

3．1 敷地周辺陸域の調査結果 

（1） 敷地周辺陸域の地形 

敷地周辺陸域は、茨城県の中央から北部に位置し、東側は太平洋に面している。 

敷地周辺陸域の地形は、 八
や

溝
みぞ

山地、久慈山地、多賀山地及び那珂台地周辺部に大別される。 

（2） 敷地周辺陸域の地質 

敷地周辺の地質層序を第 3-1 表に示す。 

敷地周辺北西部の八溝山地には、主に先新第三系の八溝層群が分布する。久慈山地には、

主に新第三系金砂郷
か な さ ご う

層群及び多賀層群が分布する。多賀山地には、主に先白亜系の日立変

成岩類、竹貫
たかぬき

変成岩類及び阿武
あ ぶ

隈
く ま

花崗岩類が分布する。那珂台地周辺部には主に第四系更

新統の東茨城層群及び段丘堆積物が分布する。この堆積物により形成される段丘面は、南

関東の下末吉
しもすえよし

面～小原台面（海洋酸素同位体ステージ５ｅ～５ｃ）に対比されるＭ１面及

び南関東の武蔵野面（海洋酸素同位体ステージ５ａ）に対比されるＭ２面等に区分される。 

（3） 敷地周辺陸域の地質構造 

敷地周辺陸域における主要な断層の評価を第 3-3 表に示す。 

関東平野北西縁断層帯及び関谷断層を耐震設計上考慮する断層として評価した。また、

棚倉破砕帯西縁断層（の一部）について上載地層との関係が確認できない区間があり、後

期更新世以降の活動性が否定できないことから、耐震設計上考慮する断層として評価した。 

上記以外の断層等について、後期更新世以降の活動性はないと判断した。 

また、文献が指摘する重力異常の急変部については、高重力異常域から低重力異常域に

向かって、先新第三系の基盤上面が徐々に深くなっており、基盤上面深度と重力異常が調

和的であることが確認された。 

 

3．2 敷地前面海域の調査結果 

（1） 敷地前面海域の地形 

敷地前面海域の海底地形は、沿岸側の大陸棚とその沖合側の大陸斜面とに区分される。 

（2） 敷地前面海域の地質 

敷地前面海域の地質は、第 3-2 表に示すように、海上音波探査の結果から、上位からＡ
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層、Ｂ層、Ｃ層、Ｄ層及びＥ層の 5層に区分される。さらに、Ｂ層はＢ１層、Ｂ２層及びＢ

３層の 3 層に、Ｃ層はＣ１層及びＣ２層の 2 層に、Ｄ層はＤ１層、Ｄ２層及びＤ３層の 3 層に

それぞれ細区分される。 

区分した各層は、陸域の地質との連続性、石油資源開発株式会社が実施した「鹿島沖

SK-1」の試料を用いた米谷ほか（1981）の研究、地質調査所発行の「鹿島灘海底地質図（20

万分の 1）」（1986）等の結果から、Ａ層は完新統に、Ｂ層は更新統に、Ｃ層は鮮新統に、

Ｄ層は中新統～古第三系に、Ｅ層は古第三系～先古第三系にそれぞれ対比される。 

（3） 敷地前面海域の地質構造 

敷地前面海域における主要な断層の評価を第 3-3 表に示す。 

Ｆ３断層とＦ４断層の一部で、上載地層との関係が確認できない区間があり、後期更新

世以降の活動性が否定できない。両断層については、断層の走向、地層の落下方向及び地

層の累積変位量が類似し、近接することから、一連の断層として長さ約 16km とした。 

上記以外の断層等について、後期更新世以降の活動性はないと判断した。 

 

3．3 敷地近傍の調査結果 

（1） 敷地近傍の地質 

敷地近傍陸域には下位より新第三系中新統の多賀層群、新第三系鮮新統の離山
はなれやま

層及び久

米層、第四系更新統の東茨城層群及び段丘堆積物並びに第四系完新統の沖積層及び砂丘砂

層がそれぞれ分布している。また、文献で示される重力異常の急変部については、高重力

異常域から低重力異常域に向かって、先新第三系の基盤上面が徐々に深くなっており、基

盤上面深度と重力異常が調和的であることが確認された。 

敷地近傍海域には、上位から、Ａ層、Ｂ層、Ｃ層及びＤ層が分布している。なお、Ｅ層

については、探査深度以深である。 

（2） 敷地近傍の地質構造 

敷地近傍陸域においては、文献調査、変動地形調査及び地表地質調査結果から、断層及

びリニアメントは認められない。 

敷地近傍海域においては、海上音波探査の結果から、Ｆ２断層が確認された。Ｆ２断層

は、海底面付近に分布するＢ3層の地層に変位・変形を与えているが、Ｄ１層下部以下の地

層に変位・変形を与えていないことから、構造性の断層ではないと判断した。 

 

3．4 敷地の調査結果 

（1） 敷地の地質 

敷地の地質は、新第三系鮮新統の久米層、第四系更新統の段丘堆積物並びに第四系完新

統の沖積層及び砂丘砂層で構成される。 
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（2） 敷地の地質構造 

文献調査、変動地形調査、地表地質調査及びボーリング調査結果から、敷地には断層及

びリニアメントは認められない。 
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○敷地周辺海域の主要な断層 
・Ｆ３断層※ 
・Ｆ４断層※ 
 

調 査 内 容 
○敷地周辺陸域 
の主要な断層・リニアメント

・棚倉破砕帯西縁断層 
（の一部）※ 
・関口－黒磯リニアメント 
・関口－米平リニアメント 
・棚倉破砕帯東縁付近 
の推定活断層 

・鹿島台地・行方台地周辺 
の活傾動 

・関谷断層※ 
・関東平野北西縁断層帯※ 

○敷地近傍陸域 
の主要な断層・リニアメント

・敷地近傍陸域には、断層・

リニアメントは認められな

い。 
 

○敷地近傍海域の主要な断層 
・Ｆ２断層 

○敷地 
の主要な断層・リニアメント

・敷地には、断層・リニアメ

ントは認められない。 

調 査 結 果 

※：耐震設計上考慮している断層 

・地質調査は、敷地からの距離に応じ、文献調査、変動地形調査、地表地質調査、地球物
理学的調査等を適切に組み合わせて実施する。特に敷地近傍においては、より精度の高
い詳細な調査を実施する。 

 
・耐震設計上考慮する活断層としては、第四紀後期更新世以降の活動が否定できないもの
とする。なお、その認定に際して、最終間氷期及びそれ以前の地層又は地形面を用いる。

 

敷地近傍陸域及び海域の調査 
○調査範囲： 
 敷地を中心とする半径 5kmの範囲 
○調査内容： 
 ・文献調査 
 ・変動地形調査 
・地表地質調査 

 ・地球物理学的調査(反射法地震探査等) 
 ・敷地近傍海域における海上音波探査 

敷地の調査 
○調査内容： 
 ・文献調査 
 ・変動地形調査 
・地表地質調査 
・ボーリング調査 

(既往調査結果を含む) 

敷地周辺陸域の調査 
○調査範囲： 

 敷地を中心とする半径 30km の範囲 

及びその周辺陸域 

○調査内容： 

 ・文献調査 

 ・変動地形調査 

・地表地質調査 

 ・地球物理学的調査(反射法地震探査等) 

敷地周辺海域の調査 
○調査範囲： 
 敷地を中心とする半径 30kmの範囲 
及びその周辺海域 

○調査内容： 
 ・文献調査 
 ・敷地周辺海域における海上音波探査 
・他機関が実施した既往の音波探査記録

の解析 

第 1-1 図 地質調査の概要
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関口- 黒磯
リニアメント

関口- 米平
リニアメント

鹿島台地・行方台地
周辺の活傾動

棚倉破砕帯
東縁付近の推定活断層

F2

0 20km

100km

原子力科学研究所

関東平野
北西縁断層帯 約 82km F3-F4

約 16km

関谷断層
約 40km

主要な断層・リニアメント

耐震設計上考慮している区間

棚倉破砕帯
西縁断層（の一部）
約 13km

 

 

 

第 1-2 図 敷地周辺の主要な断層等分布図 
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第4-2表　敷地前面海域の地質層序表第 3-2表 敷地前面海域の地質層序表 

区　分

更
新
世

Ｇ

Ｄ２

Ｈ(Middle)

Ｈ(Lower)

Ｐｇ２

Ｈ(Upper)Ｄ１

Ｃ２

Ｃ

Ｂ

地質調査所(1986)
「鹿島灘海底地質図」

Ｒｅ

Ｑ５

陸　域

事業者

沖積層

段丘堆積物

先
第
三
紀

第
四
紀

ＤＣ１

東茨城層群

久米層
Ｑ０

Ｅ
ＦＰｌ

地質時代

完新世

事業者

古
第
三
紀

Ｑ２

Ｑ１

離山層

大洗層
那珂湊層群

阿武隈花崗岩類
日立変成岩類

Ｅ

白水層群 Ｄ３

Ｐｇ１

Ｂ

Ｍ

金砂郷層群等

多賀層群

Ｂ３

後期

中期

海　　　域

Ｑ４

Ｑ３

Ａ

Ｂ１

Ｂ２

地質調査所(2001)
「塩屋埼沖海底地質図」

Ａ

中
新
世

新
第
三
紀

鮮
新
世

前期
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第 3-3 表 主要断層評価一覧 

断層名 評 価 

棚倉破砕帯 

西縁断層（の一部） 

長さ 

約 13km 

確認された断層のうち、上載地層との関係が確認できない

区間があり、後期更新世以降の活動性が否定できないこと

から、長さ約 13km を耐震設計上考慮する断層として評価。

関口－黒磯 

リニアメント 

考慮 

対象外 

リニアメントの西側には主として阿武隈花崗岩類が、東側

には主として古第三系の白水層群が分布する。リニアメン

トはおおむね両者の地質境界に一致しており、主としてこ

れらの侵食に対する抵抗性の差を反映したものと評価。 

関口－米平 

リニアメント 

考慮 

対象外 

熱水変質を受けた破砕部が認められるが、熱水変質部は固

結している。また、熱水変質部にせん断面が認められるが

その連続性は悪い。これらのことから、リニアメントはお

おむね熱水変質を受けた破砕部とその周辺の阿武隈花崗

岩類との侵食に対する抵抗性の差を反映したものと評価。

棚倉破砕帯東縁 

付近の推定活断層 

考慮 

対象外 

確認された断層は、いずれも平面性に乏しく破砕部は固結

しており、後期更新世以降の活動はないと評価。リニアメ

ントはおおむね阿武隈花崗岩類とカタクラサイト、竹貫変

成岩類と東金砂山層等との侵食に対する抵抗性の差を反

映したものと評価。 
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鹿島台地・行方台地 

周辺の活傾動 

考慮 

対象外 

断層は認められず、後期更新世の段丘堆積物基底面及び段

丘堆積物中の白斑状生痕には地形面と調和的な高度差は

認められない。このことから、後期更新世以降の活動性は

ないものと評価。 

関谷断層 
長さ 

約 40km 

地震調査委員会等において、長さ約 40km、走向は N-S 方向、

最新の活動は 14 世紀以後～17 世紀以前とされており、敷

地から 100 ㎞以内の断層のうち、耐震設計上考慮する断層

として評価。 

陸 
 
 

域 敷
地
周
辺 

関東平野北西縁 

断層帯 

長さ 

約 82km 

深谷断層、綾瀬川断層等の複数の断層からなる断層帯で、

地震調査委員会において、長さは約 82km、走向はおおむね

NW-SE 方向、最新の活動は主部で約 6千 2 百年前以後、約

2 千 5 百年前以前とされており、敷地から 100 ㎞以内の断

層のうち、耐震設計上考慮する断層として評価。 

前
面
海
域 

Ｆ３断層 

Ｆ４断層 

長さ 

約 16km 

確認された断層のうち、上載地層との関係が確認できない

区間があり、後期更新世以降の活動性を明確に否定できな

い。両断層については、走向や変位センス、活動履歴が類

似しているものが近接することから、一連の断層としてそ

の長さ約 16km を耐震設計上考慮する断層として評価。 

陸
域 

敷地近傍において、断層・リニアメントは認められない。 
敷
地
近
傍 Ｆ２断層 

考慮 

対象外 

海底面付近に分布するＢ3 層の地層に変位・変形を与えて

いるが、Ｄ1 層下部以下の地層に変位・変形を与えていな

いことから、構造性の断層ではないと評価。 

海
域 

敷地 敷地内において、断層・リニアメントは認められない。 

 



 

 

 

 

 

 

Ⅳ．基準地震動 Ss の策定 

 



 

1．基準地震動 Ss の策定方針 

基準地震動 Ss は、「敷地ごとに震源を特定して策定する地震動」及び「震源を特定せず策

定する地震動」について、敷地の解放基盤表面における水平方向及び鉛直方向の地震動とし

てそれぞれ策定する。 

基準地震動 Ss の策定フローを第 1-1 図に示す。 

 

2．敷地ごとに震源を特定して策定する地震動 

2．1 過去及び現在の地震発生状況等から考慮すべき地震 

 敷地周辺の被害地震の震央分布を第 2-1 図に示す。 

（1） 内陸地殻内地震 

過去の被害地震のうち、敷地周辺の震度が 5弱（1996 年以前は V、以下同様）程度以上

であったと推定される内陸地殻内地震の記録はない。 

（2） プレート間地震 

過去の被害地震のうち、敷地周辺の震度が 5弱程度以上であったと推定されるプレート

間地震は、1677 年磐城・常陸・安房・上総・下総の地震（マグニチュード（以下「M」と

いう。）8.0）、1896 年鹿島灘の地震（M7.3）、1930 年那珂川下流域の地震（M6.5）、1938 年

塩屋崎沖の地震（M7.0）、1938年鹿島灘の地震（M6.5）及び1938年福島県東方沖の地震（M7.5）

であり、これらの地震を評価対象とした。これらは太平洋プレートと陸側のプレートの境

界で発生したプレート間地震である。 

また、中央防災会議（2004）では、フィリピン海プレートと北米プレートとの境界の地

震として、茨城県南部を震源とするプレート間地震を想定しており、上記地震に加えて評

価対象とした。 

（3） 海洋プレート内地震 

海洋プレート内地震は、海洋プレート内部に発生する地震のうち、海溝軸付近又はその

やや沖合で発生する沈み込む海洋プレート内の地震と、海溝軸付近から陸側で発生する沈

み込んだ海洋プレート内の地震の 2種類に分けられる。 

過去の被害地震のうち、敷地周辺の震度が 5弱程度以上であったと推定される沈み込む

海洋プレート内の地震の記録はない。一方、敷地周辺の震度が 5弱程度以上であったと推

定される沈み込んだ海洋プレート内の地震は、818 年関東諸国の地震（M≧7.5）、1895 年霞

ヶ浦付近の地震（M7.2）及び 1921 年茨城県龍ヶ崎付近の地震（M7.0）であり、これらの地

震を評価対象とした。これらはフィリピン海プレート内で発生した地震である。 

また、地震調査委員会「全国地震動予測地図」（2010）では、北関東地方から東北地方に

かけて、太平洋プレート内を震源とする M7.1 のプレート内地震を想定している。さらに、

中央防災会議（2004）では、茨城県南部のフィリピン海プレートの内部を震源とする M7.3
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のプレート内地震を想定している。これらの地震も評価対象とした。 

（4） その他の地震 

敷地周辺において、上記 3種類の地震のいずれにも分類されない特徴的な地震は発生し

ていないため、考慮すべき地震はない。 

 

2．2 考慮すべき断層による地震 

「Ⅲ．敷地周辺・敷地近傍・敷地内の地質」の調査結果に基づいて、耐震設計上考慮すべ

き断層として、関谷断層（断層長さ（以下「L」という。）＝40km）、関東平野北西縁断層帯（L

＝82km）、棚倉破砕帯西縁断層（の一部）（L＝16km）及び F3～F4 断層（L＝16km）を内陸地殻

内地震の考慮すべき断層として評価した。なお、「Ⅲ．敷地周辺・敷地近傍・敷地内の地質」

において棚倉破砕帯西縁断層（の一部）は L=13km と評価されているが、地震動の評価におい

ては想定される地震動の規模を考慮し、L=16km（断層両端を 1.5km ずつ延長）として扱う。 

敷地周辺の断層分布を第 2-2 図に示す。 

 

2．3 地震動評価に用いる敷地の地盤構造 

敷地内のボーリング孔で実施した PS 検層結果によると、敷地の地表面下約 360m の地層で

は S波速度が 0.71km／s となっている。地質調査結果等によれば、この地層は新第三系鮮新

統の久米層であり、敷地周辺においてほぼ水平で相当な広がりを有し、著しい風化を受けて

いないと推定されるため、この地層面を解放基盤表面に設定した。なお、この地層における

P波速度は、2.04km／s である。 

敷地の基準地震動評価に用いる解放基盤以深の深部地盤構造モデルについては、微動アレ

ー探査及び地震波速度トモグラフィ解析結果を基に作成し、地震観測記録を用いて地盤構造

モデルを修正した。また、T.P.-341m 以浅の浅部地盤構造モデルについては、ボーリング調

査や PS 検層等の結果及び敷地に隣接する日本原子力研究開発機構東海研究開発センター核

燃料サイクル工学研究所（以下「サイクル研」という。）における地盤構造モデルを基に作成

した。 

設定した敷地の地盤構造モデルを第 2-1 表に示す。 

 

2．4 検討用地震の選定 

「2．1 過去及び現在の地震発生状況等から考慮すべき地震」及び「2．2 考慮すべき断

層による地震」を踏まえて、地震発生様式ごとに敷地に特に大きな影響を及ぼすと考えられ

る地震を Noda et al.（2002）の方法により検討用地震として選定する。Noda et al.（2002）

の方法による応答スペクトルの算定に当たっては、震源位置や地震の発生様式を考慮し、地

震観測記録に基づく敷地の震動特性を適切に用いることとした。なお、敷地における地震発
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生様式ごとの震動特性については、敷地及びサイクル研での地震観測記録より補正係数（以

下「補正係数スペクトル」という。）を算定し、サイクル研での震動特性の評価結果を補正す

ることで得た。算定した補正係数スペクトルを第 2-3 図に示す。 

検討の結果、下記の地震を検討用地震に選定した。 

・内陸地殻内地震：F3～F4 断層（L=16km→M6.8） 

・プレート間地震：1896 年鹿島灘の地震（M7.3） 

・海洋プレート内地震：茨城県南部の地震（M7.3） 

 

3．震源を特定せず策定する地震動 

敷地周辺の状況等を十分考慮した詳細な調査を実施しても、なお敷地近傍において発生す

る可能性のある内陸地殻内地震のすべてを事前に評価し得るとは言い切れないとの観点から、

加藤ほか（2004）の応答スペクトルを参照して、「震源を特定せず策定する地震動」を評価し

た。 

敷地周辺における地域性について、地震調査委員会「全国地震動予測地図」（2010）におい

ては、活断層との関連付けが困難であるとの見解がある地震（以下「震源を特定しにくい地

震」という。）として、陸域で発生する地震のうち活断層が特定されていない場所で発生する

地震の最大マグニチュードを評価している。これによると、敷地周辺における震源を特定し

にくい地震の最大マグニチュードは M6.8 とされている。 

以上より、Noda et al.（2002）の方法を用い、加藤ほか（2004）に基づいて設定した「震

源を特定せず策定する地震動」の応答スペクトルを第 3-1 図に示す。 

 

4．基準地震動 Ss の策定 

4．1 敷地ごとに震源を特定して策定する地震動評価 

先に選定した検討用地震ごとに、「応答スペクトルに基づく手法による地震動評価」及び「断

層モデルを用いた手法による地震動評価」の双方を実施した。 

地震動評価に当たっては、検討用地震ごとに基本的な震源要素及び不確かさを考慮したケ

ースについて評価した。各々の検討用地震における評価ケースを第 4-1 表に、基本的な震源

要素に対する断層パラメータの設定値を第 4-2 表に示す。また、検討用地震ごとに各評価ケ

ースにおける断層モデルを第 4-1 図～第 4-3 図に示す。 

（1） 応答スペクトルに基づく手法による地震動評価 

Noda et al.（2002）の方法を用いて、検討用地震ごとに各評価ケースにおける応答スペ

クトルを算定し比較した結果、応答スペクトルが最大となる評価ケースは、各々、下記の

とおりである。 

・F3～F4 断層：評価ケース③断層傾斜角 

 Ⅳ-3



 

・鹿島灘の地震：評価ケース④地震の規模 

・茨城県南部の地震：評価ケース②アスペリティ位置 

これらのスペクトル値をすべて包絡させ、裕度を考慮して策定した基準地震動 Ss の水平

方向の設計用応答スペクトル Ss-DHと鉛直方向の設計用応答スペクトル Ss-Dv を上記の評

価結果と併せて第 4-4 図に示す。 

（2） 断層モデルを用いた手法による地震動評価 

敷地における断層モデルを用いた手法による地震動評価については、サイクル研での断

層モデルによる地震動評価の結果に対して第 2-3 図に示した補正係数スペクトルを考慮す

ることで得る。なお、サイクル研におけるプレート間地震の鹿島灘の地震については、波

形合成に用いる適切な要素地震の記録が得られているため、経験的グリーン関数法による

地震動評価を行った。また、F3～F4 断層及び茨城県南部の地震については、適切な要素地

震の記録が得られていないため、統計的グリーン関数法による地震動評価を行った。 

得られた時刻歴波形の応答スペクトルが最大となる評価ケースは、各々、下記のとおり

である。 

・F3～F4 断層：評価ケース④短周期レベル 

・鹿島灘の地震：評価ケース⑤短周期レベル、破壊開始点 1 

・茨城県南部の地震：評価ケース②アスペリティ位置、破壊開始点 1 

さらに、敷地に最も影響が大きいと考えられる上記の地震動評価ケースについて、長周

期領域に波数積分法を用いたハイブリッド合成法による地震動評価を行った結果を、半経

験的波形合成法（経験的グリーン関数法又は統計的グリーン関数法）による結果と併せて、

第 4-5 図～第 4-7 図に示す。 

ここで、基準地震動 Ss の設計用応答スペクトルと第 4-5 図～第 4-7 図に示した断層モデ

ルを用いた手法による検討用地震の地震動の応答スペクトルを第 4-8 図に重ねて示す。 

なお、鹿島灘の地震及び茨城県南部の地震については、半経験的波形合成法（経験的グ

リーン関数法又は統計的グリーン関数法）による評価結果がハイブリッド合成法による結

果よりも大きかったため半経験的波形合成法による結果を選択し、F3～F4 断層については

ハイブリッド合成法による評価結果を選択した。同図より、基準地震動 Ss の設計用応答ス

ペクトルが断層モデルを用いた手法による地震動評価結果の応答スペクトルをすべての周

期帯で包絡している。 

 

4．2 震源を特定せず策定する地震動評価 

「3．震源を特定せず策定する地震動」及び「4．1（1）応答スペクトルに基づく手法によ

る地震動評価」を踏まえ、基準地震動 Ss の設計用応答スペクトルと「震源を特定せず策定す

る地震動」の応答スペクトルを第 4-9 図に重ねて示す。同図より、基準地震動 Ss の設計用応
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答スペクトルが「震源を特定せず策定する地震動」の応答スペクトルをすべての周期帯で包

絡している。 

 

4．3 基準地震動 Ss の応答スペクトル 

「4．1 敷地ごとに震源を特定して策定する地震動評価」及び「4．2 震源を特定せず策

定する地震動評価」より、基準地震動 Ss の設計用応答スペクトルが「敷地ごとに震源を特定

して策定する地震動」及び「震源を特定せず策定する地震動」の応答スペクトルをすべての

周期帯で包絡していることから、最終的に基準地震動 Ss の応答スペクトルとした。 

 

4．4 基準地震動 Ss の地震波 

施設等の耐震安全性評価に用いる基準地震動 Ss については、先に決めた水平方向の基準地

震動 Ss-DHと鉛直方向の基準地震動 Ss-Dv の応答スペクトルに適合する模擬地震波とし、一

様乱数の位相を持つ正弦波の重ね合わせによって作成した。 

応答スペクトルに適合する模擬地震波 Ss-DH及び Ss-Dv の作成結果を第 4-3 表、第 4-4 表

及び第 4-10 図に、時刻歴波形を第 4-11 図に示す。 
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地質調査結果に基づき、断層長さから推
定したMと断層までの距離を考慮

○関谷断層 (L=40km)
○関東平野北西縁断層帯(L=82km)
○棚倉破砕帯西縁断層(の一部)

（L=13km⇒ L＝16km）
○F3～F4断層（L＝16km）

検討用地震の選定

F3～F4断層(M6.8)

検討用地震の地震動評価

○応答スペクトルに基づく方法

○断層モデルを用いた方法（経験的・統計的グリーン関数法、ハイブリッド法）

地震発生様式、震波伝播経路特性、サイト特性（観測記録）を考慮

不確かさ（ばらつき）の考慮

設計用応答スペクトルの設定

設計用応答スペクトルを満足する
模擬地震波を作成

基準地震動 Ss
（水平方向及び鉛直方向）

断層モデルを用いた方法により
地震波を作成

応答スペクトルを比較

○震源と活断層を関連付けることが困難
な過去の内陸地殻内地震について得られ
た震源近傍における観測記録に基づく。
→加藤ほか(2004)を参照して設定
○地域性を考慮

設計用応答スペクトルの設定

確率論的な地震動評価

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

敷地ごとに震源を特定して策定する地震動

地震発生様式等による地震の分類

内陸地殻内地震

震央距離200km以内の過去の被害地震
（敷地の震度５弱程度以上）
～なし

プレート間地震

震央距離200km以内の過去の被害地震
（敷地の震度５弱程度以上）
○1677(M8.0) 磐城・常陸・安房・上総・下総
○1896(M7.3) 鹿島灘
○1930(M6.5) 那珂川下流域
○1938(M7.0) 塩屋崎沖
○1938(M6.5) 鹿島灘
○1938(M7.5) 福島県東方沖

海洋プレート内地震

震央距離200km以内の過去の被害地震
（敷地の震度５弱程度以上）
○818(M≧7.5) 関東諸国
○1895(M7.2) 霞ヶ浦付近
○1921(M7.0) 茨城県龍ヶ崎付近

敷地に影響を及ぼす地震の選定（地震・地震動に関する他機関の調査結果を考慮）

参照

応答スペクトルを比較

等価震源距離の算出

過去及び現在の地震発生状況等
を考慮

海洋プレートに関する地震調査研究推進
本部等の見解を考慮

○1895霞ヶ浦付近の地震(M7.2)
<被害地震>

○茨城県南部の地震(M7.3)
（※中央防災会議（首都直下地震対策）

による。）
○震源断層を予め特定しにくい地震

(M7.1)
（※地震調査研究推進本部による。）

震源を特定せず策定する地震動

○1896鹿島灘の地震(M7.3) <被害地震>
○茨城県南部の地震(M7.3)
（※中央防災会議（首都直下地震対策）

による。）

＜考慮した不確かさは
以下のとおり＞
・アスペリティの位置
・断層面の位置
・地震の規模
・短周期レベル
・破壊開始点等

海洋プレート－陸域プレートに関する地
震調査研究推進本部や中央防災会議の見
解を考慮

鹿島灘の地震(M7.3) 茨城県南部の地震(M7.3)

凡例
M：マグニチュード
L：断層長さ

 

 第 1-1図 基準地震動 Ssの策定フロー 
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第 2-1 図 敷地周辺の被害地震の震央分布 

半径 50km 以内は Mが 6.5 以上、 

半径 50km 超－200km 以内は Mが 7以上 

を表示してある。 

以下の文献の震央位置、Mに基づき作図 

 1884 年以前の地震：「最新版 日本被害地震総覧[416]-2001」 

 1885 年～1922 年の地震：宇津カタログ（1982，1985） 

 1923 年以降の地震：気象庁地震カタログ (2008 年 11 月末現在) 

50 100 150 200 km

8.0≦Ｍ

7.5≦Ｍ＜8.0

7.0≦Ｍ＜7.5

6.5≦Ｍ＜7.0
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棚倉破砕帯西縁断層(の一部)* 

関東平野北西縁断層帯 

* 地質学的に最終活動時期を評価するための地層が上載しないことから、 

  後期更新世以降の活動性が否定できない断層  

 

 

 

 

 

 

 

 
第 2-2 図 地質調査結果に基づく敷地周辺の断層分布 
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第 2-1 表 敷地の地盤構造モデル 

【浅部地盤構造モデル】  
T.P. 密度ρ S波速度 P波速度

(m) （g/cm
3
） Vs（m/s） ho α Vp（m/s） ho α

) 減衰定数：　ｈ＝ｈ０×ｆ
－α
　　ｆ は周波数（Hz）

0.073 0.992 0.172 1.200

0.7730.7640.5950.239

710 2040

-260.7
10 1.78 660 1920

-340.7
11 1.86

8 1.73 540 1740
-190.7

9 1.75 580 1800

520 1770
-10.7

7 1.73 450 1700
-80.7

+7.3
5 1.82 520 1770

+6.3
6 1.82

3 1.92 340 1400
+10.3

4 1.77 430 1770

+18.3
2 1.97 220 580

+13.3

No.
減衰定数（S波）

1)
減衰定数（P波）

1)

地震計位置等

1 1.97 220 580
JRR-3、G.L.-1m

JRR-3、G.L.-13m

JRR-3、G.L.-100m

解放基盤位置

JRR-3、G.L.-360m

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

1 

 

 【深部地盤構造モデル】

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

T.P. 密度ρ S波速度 P波速度

(km) （g/cm
3
） Vs（km/s） Qs hs Vp（km/s） Qp hp

1) 減衰定数：　Ｑ＝Ｑ０×ｆ
α
、ｈ＝ｈ０×ｆ

－α
　　ｆ は周波数（Hz）

-17.421
8 2.80 4.170 6.810

-31.981
9 3.20 4.320

110×f 
0.69 0.0045×

f
－0.69

-4.781

地震波速度
トモグラフィ解析結果

7 2.70 3.600 5.960

6 2.66 2.900

110×f 
0.69 0.0045×

f
－0.69

5.490

7.640

2.000 3.950
-0.978

5 2.57 2.500 4.800
-0.991

微動アレー探査、
H/Vスペクトル解析結果

-0.955
3 2.24 1.500 3.100

-0.964
4

2.040

100 0.005

-0.628
2 2.11 1.200 2.610

2.42

― ―
PS検層結果-0.341

1 1.86 0.710

100 0.005

No.
減衰定数（S波）

1)
減衰定数（P波）

1)

速度の設定根拠等

― ― ― ― ― ―

地震基盤位置
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第 2-3 図 原科研の補正係数スペクトル  
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第 3-1 図 加藤ほか（2004）による震源を特定せず策定する地震動の応答スペクトル 
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第 4-1 表 基本的な震源要素及び不確かさを考慮した評価ケース 
 

F3～F4 断層 
 

 

【内陸地殻内地震】 

M 
Xeq 

(km) 

考慮する不確かさの内容 

①基本的な震源要素 6.8 19 （基本ケース） 

②破壊開始点 6.8 19 アスペリティ南下端 

③断層傾斜角 6.9 18 レシピ標準 

不
確
か
さ

の
考
慮 

④短周期レベル 6.8 19 中越沖地震知見反映 

 

 

鹿島灘の地震 

【プレート間地震】 

M 
Xeq 

(km) 

考慮する不確かさの内容 

①基本的な震源要素 7.3 64 （基本ケース） 

②アスペリティ位置 7.3 57 敷地近傍 

③断層面位置 7.3 56 敷地からの断層面中心距離が最短 

④地震の規模 7.5 66 地震地体構造に基づく 

⑤短周期レベル 7.3 61 観測地震の中で最大 

不
確
か
さ
の
考
慮 

⑥要素地震 7.3 64 M が異なる観測地震 

 

 

茨城県南部の地震 

【海洋プレート内地震】 

M 
Xeq 

(km) 

考慮する不確かさの内容 

①基本的な震源要素 7.3 64 （基本ケース） 

不
確
か
さ
の

考
慮 

②アスペリティ位置 7.3 62 サイト最短 

   M ：マグニチュード、Xeq：等価震源距離
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第 4-2(1)表 検討用地震の震源断層に対する断層パラメータ 

（F3～F4 断層：評価ケース①基本ケース、②破壊開始点）  

断層パラメータ 設定方法 単位 設定値 

北緯（世界測地系） 活断層調査結果による ― 36°20′21″ 地表 

トレース 

(北端) 東経（世界測地系） 活断層調査結果による ― 140°39′35″

北緯（世界測地系） 活断層調査結果による ― 36°12′16″ 地表 

トレース 

(南端) 東経（世界測地系） 活断層調査結果による ― 140°35′47″

北緯（世界測地系） 地表トレースより傾斜角を考慮して計算 ― 36°20′47″ 断層面 

基準点 

(北端) 東経（世界測地系） 地表トレースより傾斜角を考慮して計算 ― 140°38′8″ 

走向 活断層調査結果による ― 200.8°NE 

傾斜角 活断層調査結果による ― 60° 

ずれの種類 活断層調査結果による ― 逆断層 

断層上端深さ 微小地震の発生及び地下構造より設定 km 4.0  

断層下端深さ 微小地震の発生及び地下構造より設定 km 16.0  

断層幅 W:地震発生層と傾斜角より設定 km 14.0  

断層長さ L:活断層調査結果による km 16.0  

断層面積 S=LW km2 224.0  

等価半径 R=(S/π)0.5 km 8.4  

地震モーメント M0={S/(2.23×10-15)}1.5 /107 (Somerville et al., 1999) N･m 3.18×1018 

Mj=(logL+2.9)/0.6（松田,1975） ― 6.8  
気象庁マグニチュード 

Mj=(logM0-10.72)/1.17（武村,1990） ― 6.7  

モーメントマグニチュード Mw=(logM0-9.1)/1.5 ― 6.3  

せん断波速度 β:地下構造より設定 km/s 3.6  

密度 ρ:地下構造より設定 g/cm3 2.7  

剛性率 μ=ρβ2 N/m2 3.50×1010 

平均すべり量  D=M0/(μS) cm 40.6  

平均応力降下量 Δσ=(7/16)(M0/R3) MPa 2.3  

短周期レベル(内陸地震の平均） A = 2.46･1010･(M0･107)1/3(壇ほか, 2001) N･m/s2 7.80×1018 

破壊伝播速度 VR=0.72β（Geller, 1976） km/s 2.59  

破壊開始点 パラメータとする ― ― 

破壊伝播形式 同心円状 ― ― 

等価半径 ra=(7πM0β2)/(4AR) km 3.4  

面積 Sa=πra
2 km2 37.3  

平均すべり量 Da=2D cm 81.2  

地震モーメント M0a=μSaDa N･m 1.06×1018 

ア
ス
ペ
リ
テ
ィ 

応力降下量 Δσa=(7/16)M0/(ra
2R) MPa 13.89  

面積 Sb=S-Sa km2 186.7  

地震モーメント M0b=M0-M0a N･m 2.12×1018 

平均すべり量 Db=M0b/(μSb) cm 32.5  

背
景
領
域 

実効応力 σb=0.2Δσa MPa 2.78  

Q値 地震調査研究推進本部の強震動評価資料より ― 110f 0.69 

fmax 地震調査研究推進本部の強震動評価資料より(m=4.2) Hz 6.0  
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第 4-2(2)表 検討用地震の震源断層に対する断層パラメータ 

 （鹿島灘の地震：評価ケース①基本ケース、②アスペリティ位置、⑥要素地震） 

断層パラメータ 設定方法 単位 設定値 

基準点座標（断層北東端） 1896 年鹿島灘の地震の震央を断層中心とする ― 
36°36′10″N 
141°23′28″E 

断層上端深さ 推本(2002)のプレート境界面により設定 km 35.0  

気象庁マグニチュード Mj：1896年鹿島灘の地震と同じとする ― 7.3  

地震モーメント M0=101.5Mj+9.2 N･m 1.41×1020 

モーメントマグニチュード Mw=(logM0-9.1)/1.5 ― 7.4  

走向 推本(2002)のプレート境界面により設定 ― 209°NE 

傾斜角 推本(2002)のプレート境界面により設定 ― 22° 

平均応力降下量 Δσ=(7/16)×M0/R 
3 MPa 2.19  

短周期レベル A:スケーリング則による N･m/s2 2.27×1019 

断層面積 S=πR2 km2 2916  

等価半径 R=(7πM0A)0.5×(S/Sa)0.25×β/2 km 30.5  

断層長さ L=S 0.5 km 54.0  

断層幅 W=S 0.5 km 54.0  

剛性率 佐藤(2003)による(β=4km/s, ρ=3g/cm3) N/m2 4.80×1010 

平均すべり量  D=Mo/(μS) cm 100.9  

破壊伝播速度 VR=0.72β（Geller, 1976） km/s 2.88  

破壊開始点 パラメータとする ― ― 

破壊伝播形式 同心円状 ― ― 

面積 Sa=0.348S km2 1028  

等価半径 ra=(Sa/π）0.5 km 18.1  

応力降下量 Δσa=Δσ×(S/Sa) MPa 6.27  

平均すべり量 Da=2.0D cm 201.8  

ア
ス
ペ
リ
テ
ィ 

地震モーメント M0a=μSaDa N･m 9.96×1019 

面積 Sa1(=Sa×(2/3)) km2 722 

等価半径 ra1=(Sa1/π）0.5 km 15.2  

応力降下量 Δσa1=Δσa MPa 6.27  

平均すべり量 Da1=M0a1/μ/Sa1 cm 223.7  

ア
ス
ペ
リ
テ
ィ
1 地震モーメント M0a1=M0a×Sa1

1.5/(Sa1
1.5+Sa2

1.5) N･m 7.75×1019 

面積 Sa2(=Sa×(1/3)) km2 306  

等価半径 ra2=(Sa2/π）0.5 km 9.9  

応力降下量 Δσa2=Δσa MPa 6.27  

平均すべり量 Da2=M0a2/μ/Sa2 cm 158.2  

ア
ス
ペ
リ
テ
ィ
2 地震モーメント M0a2=M0a×Sa2

1.5/(Sa1
1.5+Sa2

1.5) N･m 2.32×1019 

地震モーメント M0b=M0-M0a N･m 4.26×1019 

面積 Sb=S-Sa km2 1888  

平均すべり量 Db=M0b/(μSb) cm 47.0  

背
景
領
域 

実効応力 σb=0.2 Δσa MPa 1.25  

短周期レベル（参考） A=(Aa
2+Ab

2)0.5, Ai=4πriσiβ2(i=a,b) N･m/s2 2.36×1019 

Q値 佐藤(2003)による ― 154f 0.91 

fmax 推本(2002)による ― 13.5Hz 
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第 4-2(3)表 検討用地震の震源断層に対する断層パラメータ 

（茨城県南部の地震：評価ケース①基本ケース、②アスペリティ位置）  

断層パラメータ 設定方法 単位 設定値 

基準点座標（断層南東端） 茨城県南部のプレート境界地震の北東端とする - 
36°1′2″N 

140°32′33″E 

断層上端深さ 
中央防災会議によるフィリピン海プレートの上端位置

とする 
km 30.0  

気象庁マグニチュード  Mj：中央防災会議の設定値による - 7.3  

モーメントマグニチュード  Mw=Mjとする - 7.3  

地震モーメント  M0=101.5Mw+9.1 N･m 1.12×1020 

せん断波速度 佐藤(2003)による km/s 4.0  

密度 佐藤(2003)による g/cm3 3.0  

走向 茨城県南部のプレート境界地震と同じとする - 296°NE 

傾斜 中央防災会議の設定値による - 90° 

すべり角 中央防災会議の設定値による - -90° 

平均応力降下量 中央防災会議の設定値による MPa 5.00  

断層面積  Δσ=7π1.5/16×M0/S1.5 km2 1440  

断層長さ 中央防災会議の設定値による km 54.53  

断層幅 中央防災会議の設定値による km 26.41  

剛性率 中央防災会議の設定値による N/m2 4.80×1010 

平均すべり量   D=Mo/(μS) m 1.62  

破壊伝播速度  VR=0.72β（Geller, 1976） km/s 2.88  

破壊伝播形式  同心円状 - - 

面積  Sa=0.22S km2 315.99  

等価半径  ra=(Sa/π）0.5 km 10.03  

応力降下量  Δσa=2.436Moa/Sa
1.5 MPa 21.43  

平均すべり量  Da=2.01D m 3.26  

ア
ス
ペ
リ
テ
ィ 

地震モーメント  M0a=μSaDa N･m 4.95×1019 

地震モーメント  M0b=M0-M0a N･m 6.26×1019 

面積  Sb=S-Sa km2 1124.43  

平均すべり量  Db=M0b/(μSb) m 1.16  

背
景
領
域 

実効応力  Δσb=2.436Mob/Sb
1.5 MPa 4.05  

短周期レベル  A=(Aa
2+Ab

2)0.5, Ai=4πriσiβ2(i=a,b) N･m/s2 4.59×1019 

Q値 佐藤(2003)による - 154f 0.91 

fmax 中央防災会議の設定値による - 6.0Hz 
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【評価ケース①、②、④基本ケース他】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 F3 断層北端と F4b-1 断層南端とを結ぶ 

 線分とする。 

※F3～F4 断層の地表面トレース位置は、 

敷地 

破壊開始点
【評価ケース②】

破壊開始点
【評価ケース①，④】

破壊開始点 

【評価ケース③断層傾斜角】 

敷地 

アスペリティ 

アスペリティ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
第 4-1 図 検討用地震の断層モデル：F3～F4 断層 
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【評価ケース①、⑥基本ケース他】 

アスペリティ１ 

アスペリティ２ 

敷地

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 【評価ケース②アスペリティ位置】 

 

アスペリティ２

敷地

第 4-2(1)図 検討用地震の断層モデル：鹿島灘の地震 

アスペリティ１ 
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【評価ケース③断層面位置】 
 

アスペリティ１

アスペリティ２

敷地

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 【評価ケース④地震の規模】 
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敷地

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 第 4-2(2)図 検討用地震の断層モデル：鹿島灘の地震 
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【評価ケース⑤短周期レベル】  
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第 4-2(3)図 検討用地震の断層モデル：鹿島灘の地震 
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 【評価ケース①基本ケース】 
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第 4-3 図 検討用地震の断層モデル：茨城県南部の地震 

【評価ケース②アスペリティ位置】 

北西 南東

28.28km(2.02km×14)
30km

54.53km(=2.02km×27）
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第 4-4(1)図 基準地震動の設計用応答スペクトル（水平方向、Ss-DH） 
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第 4-4(2)図 基準地震動の設計用応答スペクトル（鉛直方向、Ss-Dv） 
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第 4-5 図 断層モデルを用いた手法による検討用地震の地震動評価結果 

 
（F3～F4 断層 : 評価ケース④短周期レベル） 
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第 4-6 図 断層モデルを用いた手法による検討用地震の地震動評価結果 

 
（鹿島灘の地震：評価ケース⑤短周期レベル、破壊開始点 1） 
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第 4-7 図 断層モデルを用いた手法による検討用地震の地震動評価結果 

 （茨城県南部の地震：評価ケース②アスペリティ位置、破壊開始点 1） 
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第 4-8 図 基準地震動 Ss と断層モデルを用いた手法による検討用地震の地震動の比較 

水平方向                                鉛直方向 
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第 4-9 図 基準地震動 Ss と「震源を特定せず策定する地震動」の比較  
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第 4-3 表 応答スペクトルに適合する模擬地震波 Ss-DH及び Ss-Dv の作成結果 

 

作成条件 作成結果  
 

種 別 目標 

応答スペクトル 

最大加速度 

（cm/s2） 
継続時間 応答スペクトル比 SI 比 

Ss-DH 第 4-4(1)図 600 1.022 

Ss-Dv 第 4-4(2)図 400 

第 4-4 表 第 4-10 図 

1.021 

 

 

 

 
第 4-4 表 Noda et al.（2002）の方法に基づく振幅包絡線の経時的変化 

  

振幅包絡線の経時的変化 （s） 
種 別 

継続時間 

（s） ｔB ｔC ｔD 

Ss-DH 60.66 5.25 20.74 60.66 

Ss-Dv 60.66 5.25 20.74 60.66 
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          (ｔ／ｔB)
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   E(t)＝  1 

          Exp［(ln0.1)(ｔ－ｔC)／(ｔD－ｔC)］ 

ｔC－ｔB＝10
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ｔB＝10
0.5M-2.93 

 
※）Ｍ＝7.3、Xeq＝60km として評価 
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第 4-10 図 基準地震動 Ss の応答スペクトルと目標応答スペクトルの比  
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第 4-11 図 基準地震動 Ss の時刻歴波形 
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